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収益（売上高）を業種コードごとに記入してください。業種が業種分類表でお分か

りにならないときは、業種内容をそのままご記入ください。また、数種の業種を兼

業している場合には、営業収益（売上高）の多い順に２業種を記入し、残余は「そ

の他」の欄に記入してください。年１回決算の法人の場合、合計欄の計数は 「営

業収益」と必ず一致しますので確認してください。 

 なお、法人企業統計調査の業種は、「日本標準産業分類」（令和５年７月告示）

に準拠しています。 

 持株会社に該当する場合は、備考欄にその旨を記入してください。（例：当社は

持株会社に該当） 

⑶ 消費税の経理処理方法（記入漏れが多い項目なのでご注意ください。） 

 消費税の経理処理方法については、大きく分けて、消費税の額を区分して経理す

る「税抜経理方式」と消費税の額を含めて経理する「税込経理方式」がございます。

本調査の記入に当たっては、決算時において貴社が選択している方法を記入してく

ださい。免税事業者に該当する場合は、税込経理方式を選択してください。 

税抜経理方式の場合で一部税込経理方式を適用している、いわゆる併用方式につ

いては、「営業収益（売上高）」において適用している経理処理方法を選択してく

ださい。 

また、調査票右上の「税抜き:1」、「税込み:2」の該当する区分欄（空欄部分）

に必ず「○」を記入してください。（オンラインによる調査票の場合は、「１」又

は「２」を入力してください。） 

 

３．資産・負債及び純資産（紙面調査票に印字している内容に誤りや訂正がある場合、赤字で訂正してくだ

さい。） 

 この欄は、前期決算期末（設立１期目の法人は設立時の開始仕訳を記入してくださ

い。開始仕訳については、定款等よりご確認いただけます。）及び当期決算期末の貸

借対照表から作成してください。当調査期間中に決算期を変更された場合、変更後の

会計期間が６か月に満たないときは、前々期決算期末及び当期決算期末の貸借対照表

から作成してください。 

 金融資産の評価について時価評価を行った場合は、評価後の金額を記入してくださ

い。 

投資損失引当金は、各項目から直接控除してください。 

減価償却累計額は、各項目から直接控除してください。 

「資産除去債務に関する会計基準」の適用により計上することとなる除去費用相当

額（固定資産増加額）は、各項目に含めて記入してください。 

 「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の適用により財務諸表の遡及処

理を行った場合には、遡及処理後の金額を記入してください。 

① 現金・預金 

  現金には小切手及び預金等を含みます。預金には定期預金及び金銭信託等（特金、
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